
〈研究ノート〉知的資産をめぐる管理会計手法の発展 ８５

＜研究ノート＞

知的資産をめぐる管理会計手法の発展
――スカンディア・ナビゲータを題材として――

山 田 康 裕

� はじめに

近年，企業経営において，無形資産の管理の重要性が日増しに高まってきて

いる。これまで，有形資産を集積して規模の経済を活かすことが企業の競争力

につながっていた。すなわち，大規模な工場で製品を大量生産することによっ

て個々の製品の単価を引き下げ，それによって価格競争力をつけることが，マー

ケットシェアの拡大や利益の増加をもたらしていたのである。しかし近年では，

無形資産が企業の競争力の源泉となってきた。企業の価値は，有形資産ではな

く無形資産に大きく依存するようになってきたのである１）。

このような無形資産のなかでも，近年，注目を集めているのが知的資産２）で

ある３）。ここで知的資産とは，「知識経済下において，企業の超過収益力ある

いは企業価値を生み出す源泉であり，有形でないもの」（経済産業省［２００５］

１０頁）をいう。この定義からも明らかなように，知的資産は「企業価値を生み

出す源泉」であり，企業価値そのものを表すものではない。したがって，知的

１）企業会計における無形資産の重要性の高まりについては，たとえば，伊藤編著［２００６］
第１章を参照されたい。
２）本稿で取り上げるスカンディアでは，「知的資産」ではなく「知的資本」という用語が
用いられている。以下でスカンディア自身による知的資本の定義はあげるものの，さしあ
たり，両者を区別せずに用いることにする。
３）経済産業省産業構造審議会新成長政策部会の経営・知的資産小委員会は，２００５年８月に
『中間報告書』を公表し，「知的資産を活用した経営に関する現状の整理と，今後それを
促進していくための経営及び具体的な方策」（経済産業省［２００５］６頁）の検討をおこなっ
ている。
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資産をいかに有効に活用するかが，企業価値の増大の多寡に大きく関わってい

る。この点において，企業にとって知的資産の管理が重要な問題となるのであ

る。このような知的資産の管理手法の１つとして，スカンディア社のスカンディ

ア・ナビゲータをあげることができる。ここでスカンディア社とは，「世界で

はじめて知的資本に関する会計情報を開示した〔……〕スウェーデンの保険・

金融会社」（田中［１９９９］３頁）である。スカンディアの知的資産の管理手法

は，「知識集約的なサービスを扱う企業の根底にある無形物を管理するための

取り組みではあるが，知識や他の無形物に対する投資から価値を創造・創出す

るためのモデルとして，当該手法は大抵の組織に当てはまるものである」（Ed-

vinsson［１９９８］，p．２７９）。このスカンディア・ナビゲータは，知的資産の管理

手法の先駆的事例であり，その後の知的資産の管理および報告に大きな影響を

与えたものであるといえる。

スカンディア・ナビゲータに関する先行研究を概観すると，スカンディアの

知的資本の管理手法の紹介に重きを置いたものは散見されるものの，スカン

ディア・ナビゲータの意義について検討したものは必ずしも多くない４）。この

ようななか，Ashton［２００５］は，「企業レベルおよび市場レベルにおける財務

的成果に対して，無形のバリュー・ドライバーが効果をもっているのかを検討

した膨大な数の〔先行〕研究を調査するための体系的枠組みとして，スカンディ

ア・ビジネス・ナビゲータを用いたものである」（Ashton［２００５］，p．５４）。そ

して Ashton［２００５］は，「膨大な数の〔先行〕研究を集めて，それらを共通の

枠組みのもとで体系化し，すでに得られている結果や見解から価値創造に関す

る将来の研究のための基礎を導き出そう」（Ashton［２００５］，p．５４）としている。

そこで本稿では，Ashton［２００５］に拠りつつ，スカンディア・ナビゲータで

示された指標が財務的成果とどのような関係をもっているのかをみていくこと

によって，スカンディア・ナビゲータの意義を明らかにしていくことにしたい。

本稿での検討が，知的資産の管理会計手法の精緻化の一助ともなれば幸甚であ

４）その少ない例として，Rylander et al.［２０００］；Mouritsen et al.［２００１］；木村［２００３b］；
古賀［２００５］第１６章；望月［２００５，２００６］をあげることができる。
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る。

� スカンディアの知的資産の管理

１．バランスト・スコアカードの一類型としてのスカンディア・ナビゲータ

すでに多くの先行研究において指摘されているように，スカンディア・ナビ

ゲータは，バランスト・スコアカードの一類型として位置づけられる５）。周知

のようにバランスト・スコアカードとは，「財務」，「顧客」，「内部業務プロセ

ス」，「学習と成長」という４つの視点から業績を観測することを通じて，企業

の戦略の策定・実行を支援していくための手法である。後述するように，スカ

ンディア・ナビゲータでは，「財務」，「顧客」，「プロセス」，「革新・開発」，「人

材」という５つの視点から，企業価値の創造がなされるとみなされている。こ

れらのバランスト・スコアカードおよびスカンディア・ナビゲータで重視され

ている視点をみる限り，両者は極めて似通ったものとなっているのである。

しかしながら，バランスト・スコアカードとスカンディア・ナビゲータは，

まったく同一のものであるわけではない。両者の相違点として，Ashton［２００５］

では，「人材の視点がバランスト・スコアカードでは独立の範疇にはなってお

らず，学習と成長に含まれている」（Ashton［２００５］，p．８７）点６），および「〔ス

カンディア・〕ナビゲータにおける革新・開発の視点の一部は，バランスト・

スコアカードの内部業務プロセスの範疇に，とりわけ『革新プロセス』という

下位範疇に含まれる」（Ashton［２００５］，p．８７）点があげられている。また望月

［２００６］では，両者の相違点として，「BSC（本稿にいう「バランスト・スコ

５）この点に関しては，たとえば，Roos et al.［１９９７］，p．３０；田中［１９９９］３頁；濱田［２０００］
９頁；木村［２００３b］１２６頁；望月［２００６］３１頁を参照されたい。

６）Olve et al.［２００３］によれば，「スカンディアでは，この〔人材の〕視点をモデルに追加
するにあたって，いくつかの議論があった〔という〕。１つには，人的資源は組織のなか
でもっとも重要な資源であるとみなされていることを強調するために，人材の視点が独立
に必要であったのである。したがって，当該視点はモデルの中心に位置している。人材の
視点に関するもう１つの議論は，人材の視点には他の視点の領域の価値を増大させるとい
う乗数効果が組み込まれているとスカンディアの経営陣が唱えていたというものである。
人材の視点を可視化することによって，この増大の結果がよりいっそう明確になるのであ
る」（Olve et al.［２００３］，pp．４０―４１）。



８８ 彦根論叢 第３６３号 平成１８（２００６）年１１月

アカード」のこと，以下同様）はトップダウン型であるのに対して，ナビゲー

ターはボトムアップ型である」（望月［２００６］３１頁）点，および「視点（フォー

カス）の配置に関して BSCの『学習と成長の視点』に該当するものとして『革

新・開発』及び『人材』の２つのフォーカス（視点）を配置している点」（望

月［２００６］３１頁）があげられている。

このような違いがあるとはいえ，スカンディア・ナビゲータは，バランスト・

スコアカードの考え方を基礎とした企業価値創造の手法の１つとして位置づけ

られるのである。以下では，スカンディア・ナビゲータの特徴についてみてい

くことにしたい。

２．スカンディア・ナビゲータ導入の背景

スカンディアは，１９８０年代の顧客ニーズの多様化・複雑化に対応するために，

「協同の専門家概念」（specialists-in-collaboration concept）および「連合的組織

構造」（federative organizational structure）を導入した。

まず，「協同の専門家概念〔……〕とは，多くの個々の投資顧問業者（例：

投資信託会社）と多くの個々の小売業者（例：銀行やブローカー）との間の中

間組織としてスカンディアを位置づけるものである。換言すれば，資金運用や

販売・分売といった機能はアウトソーシングすなわち外部委託され，スカン

ディアの役割は新たな商品を開発したり（あるいは既存の商品を再編したり），

多様な共同関係や提携関係を管理・調整したりすることとなる」（Ashton

［２００５］，p．６１）のである７）。協同の専門家概念を採用することによって，「ス

カンディアは，金融リスクを負担する必要がなく，また各地の市場で資金運用

や販売の機能を確立するのに必要な資源の投資をしなくてもすむ。その代わり

に，スカンディアは卸売りを定評のある資金管理者に任せることができ，スカ

ンディア自身が管理する資金の『小売』をおこなう必要はないのである」（Ash-

７）この点に関して，スカンディアでは，「われわれは自分たちのことを保険の専門家とい
うよりも，むしろ『協同の専門家』として考えるようにならなければならない」（Bartlett and
Mahmood［１９９６］，p．６５１）といわれていた。
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ton［２００５］，p．６１―６２）。

また，連合的組織構造は「相互依存的なネットワークによる組織構造」（Ash-

ton［２００５］，p．６２）である。そこでは，ごく少数のコアなスタッフが組織の管

理・運営をおこない，その周りで多数の従業員が製品の開発などをおこない，

その周りでさらに多数の提携者が資金の管理・販売などをおこない，その周り

にさらに多数の顧客がいるという構造になっている。このような「インフォー

マルなネットワーク」（Ashton［２００５］，p．６３）のもとで，「資金管理機能や販

売機能と統括管理をおこなうコアとが結びつき，提携者間での情報や知識の共

有が促進される」（Ashton［２００５］，p．６３）のである。

このような「協同の専門家モデルおよび連合的組織構造は，伝統的な財務諸

表には現れてこない〔……〕『隠れた価値』をもたらしている」（Ashton［２００５］，

p．６４）とスカンディアの上層部は考え，「彼らは社内でその価値を『可視化』

し，それを株式市場に伝達する手段が欲しいと考えた」（Ashton［２００５］，p．６４）

のである。そのために開発されたのが，スカンディア価値体系およびスカンディ

ア・ナビゲータであった。

３．スカンディア価値体系

スカンディアは，上述の隠れた価値を株式の時価と簿価の差額として捉え，

「知的資本」（intellectual capital）とよんでいる。この知的資本は，「財務情報

の補足情報であり，非財務資本であり，貸方項目であって借方項目ではない」

（Edvinsson［１９９７］，p．３６８）という特徴をもっている。ここで知的資本が貸

方項目であるというのは，「知的資本は顧客や従業員などといった利害関係者

から借りられたものである」（Edvinsson［１９９７］，pp．３６７―３６８）という考えに

もとづいているためであり，知的資本の「反対側の勘定がのれんになる」（Ed-

vinsson［１９９７］，p．３６８）のである。そして，スカンディアが考える「知的資

本とは，スカンディアに市場での競争力をもたらすような知識，実用的な経験，

組織化する技術，顧客との関係，専門的技能を有することである」（Edvinsson

and Malone［１９９７］，p．４４）という。
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この知的資本の構成要素を明らかにしたものが，図表１である。上述のよう

に，知的資本は株式の時価と簿価の差額として捉えられる。すなわち，企業の

市場価値は，株主持分の簿価と知的資本とに細分化されるのである。次に，知

的資本は，人的資本と構造的資本とに細分化される。ここで構造的資本とは，

知的資本のなかで「人的要素を超えた要素」（Edvinsson and Malone［１９９７］，p．４６）

であり，これには「顧客データベースや利権，情報システム」（Edvinsson and

Malone［１９９７］，p．４６），「ブランド，トレードマーク，プロセスの明文化され

た手順など」（Roos et al.［１９９７］，p．２９）が含まれる。すなわち，構造的資本は，

「夜に，スタッフが家に帰った後もオフィスに残るもの」（Edvinsson and Malone

［１９９７］，p．４６）をいう。さらに構造的資本は，顧客資本と組織資本とに分か

れる。ここで，顧客資本は構造的資本のなかで企業外部のものをいい，組織資

本は構造的資本のなかで企業内部のものをいう。そして組織資本はイノベー

ション資本８）とプロセス資本とに細分化される。ここでイノベーション資本と

は，「明日の成功をもたらすものであり，企業全体の革新の源である」（Roos et

al.［１９９７］，p．２９）。またプロセス資本とは，「企業内に定式化されたノウハウの

８）Edvinsson［１９９７］では，イノベーション資本は，さらに「知的財産」（intellectual property）
と無形資産とに分かれている（p．３６９）。

図表１：スカンディア価値体系

（出所）Skandia［１９９６b］，p．４．
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集合」（Roos et al.［１９９７］，p．２９）であり，これには「マニュアル，最善の実践，

イントラネットの資源，計画の集積」（Roos et al.［１９９７］，p．２９）などが含まれ

る。

スカンディア価値体系のような見方をとることは，次のような含意を有して

いる。すなわち，「人的資本と構造的資本との調和が取れていると，長期の利

害関係者の価値の創出に関する貴重な洞察が得られることになる。構造的資本

の範囲内で使われずに役に立っていない潜在力はないだろうか。もし『物理的

な』資本であれば，指導者や経営者の注目をすぐに集めることになるだろう。

しかし，大抵の場合，伝統的会計の下では構造的資本は目にみえないため，価

値創出にまつわる重要な疑問が同様の注目をすぐには集めないのである」（Ed-

vinsson［１９９７］，pp．３７０―３７１）。

このようなスカンディア価値体系に対しては，以下のような批判もある。す

なわち，「知的資本が人々と『その他の何か』として概念化されている〔が，〕

これは精緻な定義とはいえない」（Mouritsen et al.［２００１］，p．４０５）。そのため，

当該体系のなかで規定された「関係を矛盾なく計算するような簡単なあるいは

明らかな方法は存在しない」（Mouritsen et al.［２００１］，p．４０５）のである。そし

て，「知的資本は多面的で奇異であり，もし開けたならば組織のありとあらゆ

る問題を解決するかもしれないし生じさせるかもしれないようなパンドラの箱

である。そのうえ，価値体系の上から読んでいくべきかあるいは下から読んで

いくべきかが必ずしも明らかではなく，この体系図は曖昧なものになっている」

（Mouritsen et al.［２００１］，p．４０５）のである。

４．スカンディア・ナビゲータ

スカンディア価値体系と並んで，スカンディアの価値を可視化するためのも

う１つの手法がスカンディア・ナビゲータである。それを図示すると，図表２

のようになる。

このスカンディア・ナビゲータは，５つの領域，すなわち財務的領域と４つ

の非財務的領域とからなっている。まず財務的領域である「財務の視点」（finan-
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cial focus）は，「企業の過去であり，特定の時点で企業がどこに位置したのか

を正確に測ったもの」（Edvinsson and Malone［１９９７］，p．６８）である。そして，

この財務的領域以外の非財務的領域が，知的資本を示している。まず非財務的

領域の１つめは「顧客の視点」（customer focus）である。この顧客の視点は「知

的資本に独特なものを測定したもの」（Edvinsson and Malone［１９９７］，p．６９）

であり，「顧客との多種多様な関係」（Ashton［２００５］，p．６４）を含んでいる。

非財務的領域の２つめは「プロセスの視点」（process focus）である。このプロ

セスの視点は，「構造的資本というさらに大きな測定値の一部」（Edvinsson and

Malone［１９９７］，p．６９）であり，「顧客ニーズを支援する内部プロセスの効率

や有効性に関係している」（Ashton［２００５］，p．６４）。これら顧客の視点とプロ

セスの視点は，「現在，および現在に焦点をおいた企業活動」（Edvinsson and Ma-

lone［１９９７］，p．６９）を示したものである。非財務的領域の３つめは「革新・

開発の視点」（renewal & development focus）である。この革新・開発の視点は，

「構造的資本のもう一方の部分」（Edvinsson and Malone［１９９７］，p．６９）であ

り，「人材の視点・プロセスの視点・顧客の視点の領域を現在において支援し

図表２：スカンディア・ナビゲータ

（出所）Skandia［１９９４］，p．７．
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将来において改善するためにおこなわれた投資に関係している」（Ashton

［２００５］，p．６４）。すなわち，この革新・開発の視点は，「将来に目を向けた」（Ed-

vinsson and Malone［１９９７］，p．６９）ものである。そして非財務的領域の４つめ

は「人材の視点」（human focus）である。この人材の視点は，「知的資本のう

ちの一方をなすもの」（Edvinsson and Malone［１９９７］，p．６９）であり，「顧客ニー

ズをつかんだり，また別の価値付加的サービスを組織に提供したりできるよう

にする従業員の知識・技能・能力に関連している」（Ashton［２００５］，p．６４）。

図表２をみても明らかなように，これら５つの視点は，家の形になぞられて

いる。すなわち，財務の視点は家の屋根を表している。また顧客の視点とプロ

セスの視点とが，家の壁を表している。そして革新・開発の視点が家の土台を

表している。人材の視点は，「組織の心臓であり，知性であり，魂であるので，

家の中心に位置しており，〔……〕組織において唯一の活動的な力であるため，

他のすべての知的資本の領域に接している」（Edvinsson and Malone［１９９７］，

p．６９）のである。「このような家のメタファーにおいては，革新・開発が〔企

業の〕持続可能性にとっての決定的な要となっている」（Edvinsson［１９９７］，

p．３７１）。すなわち，通常は財務数値（財務の視点）が注目されがちであるが，

将来にとっては革新や開発といった活動（革新・開発の視点）の方が重要であ

ることが指摘されているのである９）。

以上のような特徴をもつスカンディア・ナビゲータは，「スカンディア社の

知的資本の指標化のみならず知的資本の創造活動にも活用されている。このフ

レームワークがスカンディア社の知的資本経営の成功の秘密といっても過言で

はない」（蒋［２０００］１１頁）のである。

９）スカンディア・ナビゲータは「知識の木」（Edvinsson［１９９８］，p．２８１）ともよばれ，「根
からの滋養の方が，今日の果実の収穫よりも，将来にとってより重要なのである」（Edvins-
son［１９９８］，p．２８１）といわれている。またエドヴィンソン［２００３］でも，同様に，「木の
将来にとって，果実よりも根のほうが大事であることはいうまでもない。なぜならば，果
実は一過性の成果だからである。〔……〕組織に栄養を与え，大きく育てるためには，果
実というよりもむしろ根の部分を見ていかなければならない」（２７頁）とのべられている。
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� スカンディア・ナビゲータと関連諸研究との整合性

上述のように Ashton［２００５］は，「企業レベルおよび市場レベルにおける財

務的成果に対して，無形のバリュー・ドライバーが効果をもっているのかを検

討した膨大な数の〔先行〕研究を調査するための体系的枠組みとして，スカン

ディア・ビジネス・ナビゲータを用いたものである」（Ashton［２００５］，p．５４）１０）。

結論を先取りしていうならば，「先行諸研究では，スカンディア・ビジネス・

ナビゲータで取り上げられているような無形のバリュー・ドライバーは，企業

レベルにおいても市場レベルにおいても，財務的成果と正の相関があるという

主張が強く支持されている。その証拠は，マーケティング・オペレーションズ・

会計・情報システム・人的資源管理・経済・戦略を含むいくつかの領域におい

てここ２０年強の期間におこなわれた研究からもたらされたものである」（Ashton

［２００５］，pp．６７―６８）。

ただし，「無形のバリュー・ドライバーと財務的成果との関連性に関する研

究の含意を正しく理解するためには，バリュー・ドライバー同士の間で多くの

相互依存性や相補性が存在することを理解することが不可欠である」（Ashton

［２００５］，p．７４）。というのも，「バリュー・ドライバーの異なる範疇の間で相

互依存性や相補性が存在するために，調査研究において，特定のドライバーに

よる財務業績への影響を特定化することが困難である」（Ashton［２００５］，p．７４）

からである。したがって，次にスカンディア・ナビゲータに示された４つの非

１０）Ashton［２００５］が「スカンディア・ナビゲータに注目している理由は，スカンディアの
ものが唯一の（あるいは，最善の）価値創造／測定手法であるというためでもなければ，
スカンディアがナビゲータやその知的資本の枠組みの関連要素を強調すると必然的に企業
レベル・市場レベル双方の財務的成果について持続的な業績の優位性がもたらされること
になるというためでもない」（Ashton［２００５］，p．６８）。実際の理由は，「ビジネス・ナビゲー
タは財務数値と４種類の非財務数値とを『調和』させており，関連するスカンディア価値
体系は潜在的に管理しうる抽象度の低いバリュー・ドライバーへと知的資本を細分化して
おり，この両者が，無形のバリュー・ドライバーを理解するための直感的に訴えかける枠
組みと，当該バリュー・ドライバーの企業レベルおよび市場レベルでの業績への効果を検
証した多数の研究文献を整理するための便利な基準を与えるものである」（Ashton［２００５］，
p．７４）ためである。
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財務的領域ごとに無形のバリュー・ドライバーと財務的成果との関連性につい

てみていくが，そこでの「分類は，その研究が扱っている主たる問題にもとづ

いている」（Ashton［２００５］，p．７５）。では，人材の視点，顧客の視点，プロセ

スの視点，革新・開発の視点の順にみていくことにしたい。

１．人材の視点と財務的成果との関連性に関する研究１１）

「人材の視点の領域の研究は，個々の経営者の特徴（能力，経験，何らかの

個人的な特性など）と人的資源活用のシステムの両者による業績への影響を検

討したものである」（Ashton［２００５］，p．７５）。これまでの諸研究から人的資本

は業績と正の相関をもっていることが明らかにされているが，人材の視点と財

務的成果との関連性についてみる場合，まず，人的資源と人的資源の実践とを

明確に区別することが重要であるという。ここで前者の人的資源は，「ある時

点において企業の支配下にある人的資本のまとまり」（Ashton［２００５］，p．７５）

を意味し，「個々人の技能，知識，能力，教養，経験，個性」（Ashton［２００５］，

p．７５）などをさすという。これに対して後者の人的資源の実践は「企業価値を

増大させるために人的資本のまとまりを管理することを指向した企業活動の集

積」（Ashton［２００５］，p．７５）のことを意味し，「人員配置，作業設計，訓練，

コミュニケーション，個人の評価および報酬といった活動」（Ashton［２００５］，

p．７５）をさすという。この両者の区別が重要なのは，「ある行為によって人的

資源が表現されない限り人的資源それ自体からは価値は生まれてこず，そのよ

うな行為を動機づけ，促進し，企業戦略と結びつけるものが人的資源の実践で

ある」（Ashton［２００５］，p．７５）からである。

人的資源に注目した初期の研究は，「分析の対象として個々の経営者を重視

し，経営者の特性／行為と業績との関連性を見つけ出そう」（Ashton［２００５］，

p．７６）とするものであった。しかし，近年の人的資源管理研究は，経営者個人

ではなく，人的資源の実践に分析の対象を移してきている。しかも，個別の実

践ではなく，人的資源の実践のシステムを開発し展開することの方が，より重

１１）本項は，特に断りのない限り，Ashton［２００５］，pp．７５―７８にもとづいている。
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要なのである。このようなシステムには，「厳しい採用選抜手続，業績連動型

インセンティブ・システム，経営者教育・訓練活動，従業員の悩み相談」（Ash-

ton［２００５］，pp．７６―７７）などが含まれる。このような人的資源の実践のシステ

ムが重要なのは，「相互に関連した人的資源の実践は，単独の実践が生み出し

えないシナジーを生み出しうるだけでなく，このようなシステムの相関性に

よって，人的資源から創出される価値が競争相手によって真似される可能性が

低くなる」（Ashton［２００５］，p．７７）ためである。このような個人ではなくシス

テムを重視する考え方は，「総合的品質管理において個々人の業績を促進・制

約するシステムの特徴が注目を集めている」（Ashton［２００５］，p．７７）ことと整

合的であるという。すなわち「能力，動機，個性，経験といった個人の特徴を

重視しすぎると，価値創造の重要なドライバーの多くを軽視してしまう可能性

が高い」（Ashton［２００５］，p．７７）ということなのである。

また人的資源活動には，「採用，選抜，業績評価，訓練，報酬や給付金の管

理」（Ashton［２００５］，p．７７）といった技術的な側面と，「人的資本が企業の目

標の達成に貢献するように内的整合性をもった政策や実務を策定し実行してい

く」（Ashton［２００５］，p．７７）といった戦略的な側面とがある。「人的資源シス

テムの技術的活動の方が戦略的活動よりも効果的であると経営者は考えがちで

あるが，戦略的活動の方が企業の業績と強い関連をもっているということが，

〔先行〕研究から明らかになっている」（Ashton［２００５］，p．７７）。

さらには，人的資源システムがコントロールを重視するか，あるいはコミッ

トメントを重視するかという問題もある。コントロールを重視する場合には，

従業員に対してルールを課すことによってコストの削減や効率性の向上がなさ

れるのに対して，コミットメントが重視される場合には，組織目標と従業員の

目標とをリンクさせることによって企業にとっても望ましい行動を従業員にさ

せるように仕組まれる。「コミットメントによる人的資源システムを潤滑に機

能させることによって，コントロールによる人的資源システムよりも，一層よ

い業績結果に結びつく」（Ashton［２００５］，p．７８）ことが，先行研究から明らか

になっている。しかも，自立的な「作業チームを活用することが，仕事の満足，
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動機，生産性，作業のできばえ，企業の相対的な業績と正の相関をもっている」

（Ashton［２００５］，p．７８）という。

２．顧客の視点と財務的成果との関連性に関する研究１２）

「顧客の視点の領域の研究は，顧客満足（成果の変数）や，ブランド資産価

値などの満足のドライバーを検討したものである」（Ashton［２００５］，p．７５）。

顧客満足に関する研究は，いかに顧客が定着するかやいかに評判になるかと

いったことを媒介変数として，それと収益・利益・株価などの財務業績との関

係に注目している。また顧客満足は，顧客個人，事業単位，企業という３つの

次元から研究されることもある。顧客個人の次元の研究は，現在の満足が将来

の顧客の購買活動や企業の業績に影響を与えるのかということを検討したもの

である。先行研究によれば，「顧客満足は，顧客の定着率の向上にも収益の増

大にも関係していることが明らかとなっている」（Ashton［２００５］，p．７８）１３）。

また事業単位の次元の研究は，顧客満足の測定値から将来の財務業績や顧客数

をどの程度予測できるのかということを検討したものである。先行研究によれ

ば，「顧客満足のレベルが高い事業単位ほど，顧客１人あたりの収益も高くな

り，満足度が高いほど新たな顧客を惹きつけることによって財務業績に間接的

な影響を及ぼす」（Ashton［２００５］，p．７９）ことが明らかとなっている。さらに

企業の次元の研究は，株式市場が顧客満足を望ましい業績指標としてみている

のかということを検討したものである。先行研究によれば，「顧客満足が株式

市場参加者にとって増分価値をもっている」（Ashton［２００５］，p．７９）とするも

のもあるが，他の次元の研究と比べて証拠が十分ではない。

ブランド資産価値に関する顧客の視点の研究では，既存のブランド名を新た

な製品につけることによって付加価値をつけるブランド・レバレッジングとい

う方法は，「ブランド・イメージを高め，ブランドの開発宣伝費の節約になり，

拡充市場での収益を増大させる」（Ashton［２００５］，p．７９）という研究がある。

１２）本項は，特に断りのない限り，Ashton［２００５］，pp．７８―８０にもとづいている。
１３）ただし，収穫逓減の法則が働いているという（Ashton［２００５］，p．７８）。
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しかし，その反対に，「ブランド拡充はブランド・イメージの混乱につながり

かねないためブランド・レバレッジングは共食いや，ブランド・イメージの悪

化や，ブランド・フランチャイズの破壊にもつながりかねない」（Ashton［２００５］，

p．７９）という研究もあり，賛否両論分かれている。ブランド資産価値という点

では，広告宣伝費も，その代理変数となる。先行研究によれば，「広告宣伝費

と研究開発費は，企業の将来の市場価値と正の相関がある」（Ashton［２００５］，

p．７９）ことが，そして，「広告宣伝が，企業の財務業績に『大きく貢献するも

の』の数少ない１つである」（Ashton［２００５］，p．８０）ということが明らかにさ

れている。

３．プロセスの視点と財務的成果との関連性に関する研究１４）

プロセスの視点の領域の研究は，「（ブランドや顧客満足といった方法による）

製品／サービスの品質志向が業績にどのような影響をもっているのかというこ

と」（Ashton［２００５］，p．７５）を検討したものである。当該領域の研究は，品質

志向（または総合的品質管理プログラム）に関する研究か，あるいは IT投資

に関する研究かに大別される。

品質管理活動は，質のコスト，顧客満足，組織改革という３点から財務業績

に対して影響を与える。まず質のコストによる影響とは，「基準適合率を上げ

ることによって利益を上げようとする」（Ashton［２００５］，p．８０）ものである。

すなわち，「より高品質が求められた場合に，以前よりも早く対応することに

よって」（Ashton［２００５］，p．８０）利益の増大を図るということである。また顧

客満足による影響とは，「顧客満足が高いほど顧客の定着率が高まり，マーケッ

ト・シェアも高まり，利益も増大する」（Ashton［２００５］，p．８０）ということで

ある。さらに組織改革による影響とは，「品質志向は，科学的知識の活用を促

進し，組織の業績を改善する」（Ashton［２００５］，p．８１）ということである。

品質改善の代理変数として品質に関する賞の受賞を用いた研究では，「賞の

１４）本項は，特に断りのない限り，Ashton［２００５］，pp．８０－８３にもとづいている。
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代理変数とさまざまな財務業績とが正の相関をもっている」（Ashton［２００５］，

p．８１）ことが明らかにされている。しかも，なかでも外部の第３者機関からの

品質に関する賞がいっそう強い正の相関をもっていたのである。これに対して

大抵の先行研究は品質に関する賞を品質改善の代理変数として用いてはいない

が，そこでも，「収益性，売上拡大，マーケット・シェア，システマティック・

リスクといった財務的成果の測定値と品質〔改善〕活動の実施との間に正の相

関がある」（Ashton［２００５］，p．８１）ことが明らかにされている。

品質志向と並んで，もう１つのプロセスの視点の領域の研究が，IT投資に

関するものである。当該領域の初期の研究では，IT投資が財務的成果に与え

る影響はほとんどないか，むしろマイナスであるといわれていた。このような

結果は，理論的には，「IT投資によって，参入障壁が低くなり，市場競争を激

化させ，独占力の維持を可能にする市場の非効率性が排除され，投資企業にとっ

ても投資による永続的な利益が得られなくなる」（Ashton［２００５］，p．８２）ため

であると解釈されていた。また方法論的には，「財務的成果に影響する産業／

企業特有の別の要因を適切に処理できていない〔……〕〔ためであるとか，〕IT

投資とその後の財務的影響との時間差を見誤っている〔……〕〔ためであると

か，あるいは〕業績の〔指標として〕会計数値を用いている」（Ashton［２００５］，

p．８２）ためであるといった解釈がなされていた。IT投資に関する初期の研究

のもう１つの特徴は，「品質やコストや在庫の削減など企業の成果に影響を与

えうる『媒介』変数ではなく，企業の総体的な成果の変数が調査される傾向に

あった」（Ashton［２００５］，p．８２）ということである。これは，初期の研究が IT

とプロセスの関係を概念化する際の特異性を見落としていたために，ITの適

用の成功と失敗とが効果を打ち消しあうことや，ITの影響は他の政策がおこ

なわれているかどうかにも左右されることなどが考慮されていなかったためで

ある。そこで，これらの理論的・方法論的問題に対処した近年の研究では，「IT

投資と財務業績との間には正の相関がある」（Ashton［２００５］，p．８３）ことが明

らかにされている。しかも，「IT投資には正の効果があるだけではなく，労働

や他の資本に投資するよりも ITに投資した方が大きな効果をもたらす」（Ash-
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ton［２００５］，p．８３）ことが明らかにされている。

このような IT投資と業績との関連性は，「IT投資が，また別の組織内資本

への投資または組織変化への投資の代理変数であることを意味している」（Ash-

ton［２００５］，p．８３）のである。このことは，上述のバリュー・ドライバー間の

相互依存性や相補性とも整合的であるといえる。

４．革新・開発の視点と財務的成果との関連性に関する研究１５）

「革新・開発の視点の領域の研究は，R&D投資〔……〕および特許〔……〕

を検討したものである」（Ashton［２００５］，p．７５）。R&D投資と業績との関連性

に関する研究にも，IT投資の場合と同様に，投資と結果の間の時間差や業績

に影響を与えうる別の要因の処理といった問題をはらんでいる。しかしながら

多くの先行研究から，「R&D支出は，売上拡大・株価収益・時価簿価比率など

の財務的成果と正の相関をもっている」（Ashton［２００５］，p．８４）ことが明らか

にされている。しかも，政府援助資金による投資よりも自己調達資金による投

資の方が生産性の向上の度合いが大きく，また，基礎研究に対する投資の方が

その他の分野への投資よりも影響が大きいことがわかっている。また，R&D

投資の企業価値への影響の度合いは，R&Dの進行過程の比較的初期の方が大

きいという。

R&D投資と資本市場に対するその影響との関係を明確にするのは，容易な

ことではない。というのも，上述のように R&Dの投資の時期と成果の現れる

時期との間に時間差があること以外にも，会計基準によって R&D投資は即時

費用化が求められているために収益性が歪められているのではないかという懸

念が存在しているからである。

会計数値に対する不信から，もっと信頼できる R&Dの指標として特許が用

いられることもある。先行研究から，特許数と，R&D投資や企業の市場価値

との間に正の相関があることが明らかにされている。ただし，特許は多種多様

１５）本項は，特に断りのない限り，Ashton［２００５］，pp．８４―８５にもとづいている。
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で実際に利益に結びつくものはほとんどないので使い勝手が悪いため，特許自

体の数ではなく特許の引用数が用いられることもある。いくつかの先行研究か

ら，企業・市場ベースの業績と特許数やその引用数との間の関連が明らかにさ

れている。

� おわりに

前節においてみたように，これまで積み重ねられてきたさまざまな領域にお

ける先行研究から，スカンディア・ナビゲータの４つの非財務的領域は，財務

的成果と正の相関をもっていることが明らかになった。これをふまえて Ashton

［２００５］では，さらなる研究の方向性として，バリュー・ドライバー間の相互

依存性および相補性を検討すること，スカンディア・ナビゲータの利用状況お

よび効果を調査すること，外部報告の手段としてのスカンディア・ナビゲータ

の有用性について検討することがあげられている。

上述ように，スカンディア・ナビゲータが開発される発端は，企業の隠れた

価値を可視化することにあった。すなわち，スカンディア・ナビゲータは外部

報告のための手段として開発されたわけであるが，スカンディア・ナビゲータ

の意義はこれに留まるものではない。スカンディア・ナビゲータの思想を具体

化したウェブ・ベースのシステム（ドルフィン・システムとよばれている）が

開発され，スカンディアの各部署にナビゲータやドルフィン・システムが導入

され，各部署の経営計画の立案や管理の手段としてナビゲータが用いられるよ

うになった。導入の初期には，さまざまな困難があったものの１６），懸命な普

及活動が功を奏し，「ナビゲータを用いて仕事をすることによって，組織につ

いての，そして自分たちが集団として目指しているものについての共通のイ

メージを従業員がもつようになった」（Olve et al.［２００３］，p．６３）のである。こ

のように，スカンディア・ナビゲータは暗黙知を形式知に変換させる知識創造

の手段であるといえる。このような手段を開発した「スカンディア社の知的資

１６）Olve et al.［２００３］, ch.３では，スカンディアの社員に対するインタビューにもとづいて，
ナビゲータの導入と運用までの経緯が生き生きとのべられている。



１０２ 彦根論叢 第３６３号 平成１８（２００６）年１１月

本経営は，知的資本の測定と公開というインベスター・リレーションのフェー

ズに留まらず，人的資本への投資により，未知の知が生み出される循環を組織

に内在化させることに成功した事例である」（蒋［２０００］１８―１９頁）といえるの

である。

しかも，「スカンディア・ナビゲータは，革新的な経営・事業展開をおこなっ

ていく際の指針となるように開発されたものであった。〔……〕このナビゲー

タは，実効性のある立案や戦略的革新を支援する経営ツールなのである」（Ed-

vinsson and Freij［１９９９］，p．１９６）。

これらの点の立ち入った検討については，紙幅の関係上，別稿に譲ることに

したい。
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